
●：実施済または実施中（多くの市区町等が実施）　　○：実施予定（ほとんど実施されていない）または実施予定無し

具体的な取組の柱 実施する機関

事　項 市区町（氾濫ブロック） 都　県

具体的取組 主な内容 目標時期

利
根
川
上
流

（
右
岸

）

利
根
川
上
流

（
左
岸

）

利
根
川
中
流

（
右
岸

）

利
根
川
中
流

（
左
岸

）

渡
良
瀬
遊
水
地
周
辺

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・洪水を河川内で安全に流す対策
・流下能力対策（堤防整備、河道掘削等）
・堤防及び基礎地盤の浸透対策 継続して実施 ●

■危機管理型ハード対策

・危機管理型ハード対策 ・堤防天端の保護、堤防裏法尻の補強 平成32年度 ○

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状
況を把握・伝達するための基盤整備

・ライブ映像（河川監視カメラ）の閲覧、地域住民の所
在地に応じたリアルタイム情報の充実等の基盤整備の
実施

継続して実施 ●

・簡易水位計や量水標、CCTVカメラの設置
・要注意箇所及び許可工作物（樋管等）監視のための
ＣＣＴＶカメラや簡易水位計の設置

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布 ・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布等

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ● ● ●

・河川防災ステーションや避難地盛土の整備
・河川防災ステーションや、緊急避難場所として盛土を
行う避難地盛土の整備

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ●

・水防活動を支援するための水防資機材等の
配備

・水防活動を支援するための水防資機材等の配備

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ● ●

・庁舎、災害拠点病院や自家発電装置等の耐
水化

・浸水時においても災害対応を継続するための施設の
整備及び自家発電装置等の耐水化

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ● ● ○ ○ ● ● ● ● ● ●

・対策本部、警戒本部等設置時の情報収集・
伝達設備

・災害対策本部や災害警戒本部を設置した際に必要と
なる、情報の収集・伝達のための設備（パソコン、FAX、
CCTV表示モニタ等）の整備

継続して実施
または

平成29年度から
順次実施

○ ○ ○ ● ○ ● ● ● ● ○ ●

・排水機場等の耐水化、水門等操作の水圧対
策

・浸水時においても排水活動を継続するための施設の
整備及び耐水化

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

２）ソフト対策の主な取り組み　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■住民等の避難行動につながるわかりやすいリスク情報の周知

・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充
・河川氾濫時の浸水深や避難所等を示した看板の公
共施設や電柱等への設置 継続して実施 ● ● ● ● ● ●

活
用

・越水開始予測情報の提供
・リードタイム（避難猶予時間）を考慮した堤防天端到
達時間（避難判断水位や氾濫危険水位到達からの時
間）の予測情報の市区町への提供

平成29年度から
順次実施 ○

・自治体や住民の視点に立った浸水シミュレー
ション

・市区町別に、注視すべき水位観測所や、破堤すると
氾濫水が到達する堤防区間と浸水シミュレーション結
果を示した資料の作成とホームページでの提供

平成29年度から
順次実施 ○

・立ち退き避難が必要な浸水危険区域情報の
提供

・家屋倒壊、氾濫水の最大深度の観点から立ち退き避
難が必要なリスクの高い区域の表示

平成29年度から
順次実施 ○

■避難計画、情報伝達方法等の改善

・住民等への情報伝達方法の改善
・避難準備情報、避難勧告・指示の伝達の体制や機器
等の整備

平成28年度から
順次実施 ○ ○ ○ ○ ○

・リアルタイム情報の提供やプッシュ型洪水予
報の情報発信

・避難行動のきっかけとなる洪水予報等のリアルタイム
情報のプッシュ型配信

平成28年度から
順次実施 ○

活
用

・避難勧告等の発令基準の改善
・避難準備情報、避難勧告、避難指示の発令基準の改
善 継続して実施 ● ● ● ● ●

・避難場所・避難経路の再確認と改善
・浸水想定区域内となっている避難場所、避難経路が
多く、安全性を再確認し、必要に応じて改善を図る

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ○ ○ ● ●

・避難誘導体制の充実
・避難誘導にあたる組織や関係機関、学校や社会教育
施設への対応、要配慮者・避難行動要支援者への対
応

継続して実施 ● ● ● ● ●

・要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓
練の促進

・要配慮者利用施設において策定している避難計画の
対象災害の中に水害も対象として位置づける

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ● ● ○ ○

■企業防災等に関する事項

・不特定多数の利用する地下施設の避難計画
の作成及び訓練の促進

・不特定多数が利用する地下施設（ショッピングモール
等）における、洪水を対象とした避難計画の策定や避
難訓練等への支援

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ○ ○

・大規模工場の避難計画の作成及び訓練の促
進

・大規模工場における、浸水対策や避難計画の策定へ
の支援、また、避難訓練等の支援

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ○ ● ○ ○ ○ ○

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・　周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域
図、氾濫シミュレーションの公表

・管理河川の洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーショ
ンの策定・公表 平成29年度 ○

活
用

・氾濫特性を考慮した被害シナリオと緊急避難
及び広域避難計画の策定

・氾濫特性を考慮した被害シナリオと緊急避難及び広
域避難計画の策定

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ● ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ● ○ ○
活
用

・広域避難のための避難場所の確保

・広域避難に向けた、他の市区町村における避難場所
の確保
・他の市区町村からの避難者の受け入れのための施
設の指定

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ●
活
用

・広域避難を考慮したハザードマップの作成・
周知

・想定最大規模降雨による洪水を対象とした、広域避
難計画も反映した洪水ハザードマップの策定

平成29年度から
順次実施 ● ○ ○ ○ ○

活
用

地
域
住
民

水
資
源
機
構

気
象
庁

利
根
川
上
流
河
川
事
務
所

そ
の
他
の
機
関
等

概ね5年で実施する取組 別紙 - 2 - ①
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具体的な取組の柱 実施する機関

事　項 市区町（氾濫ブロック） 都　県

具体的取組 主な内容 目標時期

利
根
川
上
流

（
右
岸

）

利
根
川
上
流

（
左
岸

）

利
根
川
中
流

（
右
岸

）

利
根
川
中
流

（
左
岸

）

渡
良
瀬
遊
水
地
周
辺

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

地
域
住
民

水
資
源
機
構

気
象
庁

利
根
川
上
流
河
川
事
務
所

そ
の
他
の
機
関
等

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの作
成

・試行版タイムラインを検証・見直し、チェックリストを活
用した運用版のタイムラインを作成

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ● ● ● ● ○ ●

・タイムラインに基づく実践的な訓練の実施
・口ールプレイング等の実践的な訓練を検討、実施す
る

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
参
加

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警
報級の現象」等の改善（水害時の情報入手の
し易さをサポート）

・警報等における危険度の色分け表示
・警報級の現象になる可能性の情報発信

平成29年度から
順次実施 ○

活
用

■防災教育や防災知識の普及

・水防災の事前準備に関する問い合わせ窓口
の設置

・ハザードマップの見方などの水災害の事前準備に関
する問い合わせ窓口の設置

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

・水防災に関する説明会や避難訓練の開催 ・水防災に関する説明会及び避難訓練の実施

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ○ ○ ●

・教員を対象とした講習会の実施
・水災害の知識を教員に身につけてもらうための講習
会等の実施

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ●

・小中学生を対象とした防災教育の実施 ・小中学校における水災害教育への取組み

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ●
参
加

・水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住
民への周知

・水災害の被害状況や教訓・備え等の防災知識を住民
への周知するための展示やホームページへの情報掲
載

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ● ● ○ ○ ● ● ● ● ● ● ○ ●
活
用

２）ソフト対策の主な取り組み　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・河川水位等に係る情報提供
・出水時における水防団等への河川水位等の情報伝
達方法の確立 継続して実施 ● ● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ●

活
用

・河川の巡視区間、水防活動の実施体制の見
直し

・水防団が行う河川巡視の受け持ち区間や巡視等水
防活動の実施体制の見直し 継続して実施 ● ● ● ● ● ●

・水防資機材の情報共有や相互支援の仕組み
の構築

・市区町で整備している水防資機材の備蓄状況、保管
場所、点検管理の実施状況等の情報共有

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ● ● ○ ○ ● ● ● ● ● ● ●

・効率的、効果的な水防活動のため、洪水に対
しリスクが高い区間情報の提供

・洪水に対してリスクの高い区間を分かりやすく図示し
た情報図の作成と水防団等への提供

平成28年度から
順次実施 ○

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリ
スクが高い区間の共同点検の実施

・重要水防箇所について、水防団、自治会等住民が参
加する共同点検を実施 継続して実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ●

参
加

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練
の実施

・無線やメールなどを活用した情報伝達手段の確保
・情報伝達訓練等の実施 継続して実施 ● ● ● ● ●

・水防団同士の連絡体制の確保
・近隣の水防団の連絡手段の確保（トランシーバー等
配備）

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

● ○ ○ ● ○

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施
・利根川水系連合総合水防演習、水防管理団体が行う
訓練等の実働水防訓練の実施

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
参
加

・水防活動の担い手となる水防団員の募集や
水防協力団体の指定の促進

・水防団員・消防団員の募集
・企業・学校・自治会・NPO等の水防協力団体としての
指定

継続して実施 ● ● ● ● ●
参
加

・地域の建設業者による水防支援体制の検
討・構築

・地域の建設業者等との水防支援体制の検討、協定締
結等 継続して実施 ● ● ● ● ● ●

・庁舎、災害拠点病院等の水害時における対
応強化

・市区町庁舎、災害拠点病院等の水害時対応マニュア
ル等の作成及び支援

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ○ ●

２）ソフト対策の主な取り組み　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動等の取組

■氾濫水の早期排水のための効果的な施設運用

・氾濫特性を踏まえた的確な排水機場の運
用、水門の操作、排水ポンプ車の配置

・排水機場の運用、水門の操作、排水ポンプ車の配置
による早期排水の実施 継続して実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

■緊急排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・関係機関、自治体が共同して緊急排水計画
(案)を作成

・排水施設の情報共有、排水手法等の検討の実施し、
大規模水害を想定した緊急排水計画（案）の作成

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○

・関係機関、自治体が連携した緊急排水計画
（案）に基づく排水訓練の実施

・緊急排水計画（案）に基づく排水訓練の実施
平成28年度から
順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

■BCP（業務継続計画）に関する事項

・水害時に行政機能を維持するBCPの策定 ・水害時に行政機能を維持するためのBCPの策定

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ● ○ ●

・水害に対応した企業BCP策定への支援 ・水害に対応した企業BCP策定への支援

継続して実施
または

平成28年度から
順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ● ○

■生活再建及び社会経済活動の回復のための民間力の活用

・生活再建及び社会経済活動の回復のための
民間力の活用

生活再建及び社会経済活動の回復に資する民間企業
等との災害時応援協定締結等による支援 継続して実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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＜市区町＞黒字：ほぼ全市区町が挙げた取組、赤字：多くの市区町が挙げた取組、青字：市区町がほとんど挙げていないが必要な取組

利根川上流（右岸） 利根川上流（左岸） 利根川中流（右岸） 利根川中流（左岸） 渡良瀬遊水地周辺

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・洪水を河川内で安全に流す対策

<利根川>
・流下能力対策(堤防整備、河道掘削
等)
・堤防及び基礎地盤の浸透対策

■危機管理型ハード対策

・危機管理型ハード対策

<利根川>
・堤防天端の舗装
・堤防裏法尻の補強

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・伝達す
るための基盤整備

・雨量計、水位計、CCTVカメラなど
観測データをリアルタイム提供のた
めのシステム整備する。

・簡易水位計や量水標、CCTVカメラの設置

・雨量計、水位計、CCTVカメラなど
観測装置を設置する。

・簡易水位計や量水標、CCTVカメラ
を設置する。

・要注意箇所監視のためにＣＣＴＶカ
メラや簡易水位計の設置を行う。

・要注意箇所監視のためにＣＣＴＶカ
メラや簡易水位計の設置を行う。

・要注意箇所監視のためにＣＣＴＶカ
メラや簡易水位計の設置を行う。

・要注意箇所監視のためにＣＣＴＶカ
メラや簡易水位計の設置を行う。

・要注意箇所監視のためにＣＣＴＶカ
メラや簡易水位計の設置を行う。

・防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等

・防災行政無線のデジタル化と併せ
て情報伝達手段の多重化の検討を
行う。
・防災ラジオの配布等の検討を行う。

・防災行政無線のデジタル化と併せ
て情報伝達手段の多重化の検討を
行う。
・防災ラジオの配布等の検討を行う。

・防災行政無線のデジタル化の整備
が完了している。
・情報伝達手段の多重化の検討を行
う。
・自治会や住民への防災ラジオの配
付等を検討する。

・防災行政無線のデジタル化と併せ
て情報伝達手段の多重化の検討を
行う。
・防災ラジオの配布等の検討を行う。

・防災行政無線のデジタル化と併せ
て情報伝達手段の多重化の検討を
行う。
・防災ラジオの配布等の検討を行う。

・河川防災ステーションや避難地盛土の整備

・河川防災ステーションや、緊急避難
場所として盛土を行う避難地盛土の
整備を実施する。

・河川事務所と協力して、河川防災ス
テーションや避難地盛土(首都圏氾
濫区域堤防強化対策事業区間は除
く)の整備を行う。

・河川事務所と協力して、河川防災ス
テーションや避難地盛土の整備を行
う。

・河川事務所と協力して、河川防災ス
テーションや避難地盛土の整備を行
う。

・河川事務所と協力して、河川防災ス
テーションや避難地盛土の整備を行
う。

・河川事務所と協力して、河川防災ス
テーションや避難地盛土の整備を行
う。

・水防活動を支援するための水防資機材等の配備

・出張所等に水防資機材等を備蓄
・水道用土砂を側帯及び水防拠点に
備蓄
・新技術を活用した水防資機材に関
する情報の収集・紹介をする。

・資機材の数量が十分ではないた
め、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も増設する。

・資機材の数量が十分ではないた
め、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も増設する。

・資機材の数量が十分ではないた
め、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も増設する。

・資機材の数量が十分ではないた
め、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も増設する。

・水防団が利用しやすいように資機
材の配置をしている。
・資機材の数量が十分ではないた
め、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も増設する。

・庁舎、災害拠点病院や自家発電装置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を継続
するため、災害対策室を上の階に置
く、非常用電源を確保する、浸水しな
い高さへの自家発電装置を移転する
等の対策を実施する。

・非常用発電設備耐水対策の検討す
る。
・小型発電機の備蓄を検討する。

・浸水想定区域から離れており、浸
水の想定はしていない。

・浸水時においても災害対応を継続
するため、災害対策室を上の階に置
く、非常用電源を確保する、浸水しな
い高さへの自家発電装置を移転する
等の対策を実施する。

・浸水時においても災害対応を継続
するため、災害対策室を上の階に置
く、非常用電源を確保する、浸水しな
い高さへの自家発電装置を移転する
等の対策を実施する。

・対策本部、警戒本部等設置時の情報収集・伝達設備

・災害対策本部や災害警戒本部を設
置した際に必要となる、情報の収集・
伝達のための設備（パソコン、FAX、
CCTV表示モニタ等）の整備を行う。

・災害対策本部や災害警戒本部を設
置した際に必要となる、情報の収集・
伝達のための設備（パソコン、FAX、
CCTV表示モニタ等）の整備を行う。

・災害対策本部や災害警戒本部を設
置した際に必要となる、情報の収集・
伝達のための設備（パソコン、FAX、
CCTV表示モニタ等）の整備を行う。

・災害対策本部の設備は全て揃って
いる。

・災害対策本部や災害警戒本部を設
置した際に必要となる、情報の収集・
伝達のための設備（パソコン、FAX、
CCTV表示モニタ等）の整備を行う。

・排水機場の耐水化等、水門等操作の水圧対策

・浸水時においても排水活動を継続
するための施設の整備及び耐水化
を実施する。

取組項目
利根川上流
河川事務所

気象庁 水資源機構
市区町（氾濫ブロック）

概ね5年で実施する取組 別紙－2－②
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利根川上流（右岸） 利根川上流（左岸） 利根川中流（右岸） 利根川中流（左岸） 渡良瀬遊水地周辺
取組項目

利根川上流
河川事務所

気象庁 水資源機構
市区町（氾濫ブロック）

２）ソフト対策の主な取り組み ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■住民等の避難行動につながるわかりやすいリスク情報の周知

・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充

・河川氾濫時の浸水深や出水時の避
難所等を示した看板の公共施設や
電柱等への設置に関する自治体支
援を行う。

・浸水想定区域内の電柱、学校、公
共施設等に水深、避難経路などの表
示看板を設置する。
・企業と「広告付避難場所等電柱看
板に関する協定」を締結して、町内各
所に設置してある電柱に避難場所、
避難経路を示していく。

・浸水想定区域には、電柱に浸水深
などの表示看板を設置している。
・企業と「広告付避難場所等電柱看
板に関する協定」を締結して、町内各
所に設置してある電柱に避難場所、
避難経路を示していく。

・浸水想定区域内の電柱、学校、公
共施設等に水深、避難経路などの表
示看板を設置する。
・企業と「広告付避難場所等電柱看
板に関する協定」を締結して、町内各
所に設置してある電柱に避難場所、
避難経路を示していく。

・公共施設や電柱を中心に水害の浸
水実績看板（表示）を設置する。
・企業と「広告付避難場所等電柱看
板に関する協定」を締結して、町内各
所に設置してある電柱に避難場所、
避難経路を示していく。

・浸水想定区域には、電柱に浸水深
などの表示看板を設置している。
・企業と「広告付避難場所等電柱看
板に関する協定」を締結して、町内各
所に設置してある電柱に避難場所、
避難経路を示していく。

・越水開始予測情報の提供

・リードタイム（避難猶予時間）を考慮
した堤防天端到達時間（避難判断水
位や氾濫危険水位到達からの時間）
の予測情報を市区町へ提供する。

・自治体や住民の視点に立った浸水シミュレーション

・市区町別に、注視すべき水位観測
所や、破堤すると氾濫水が到達する
堤防区間と浸水シミュレーション結果
を示した資料を作成し、提供する。

・立ち退き避難が必要な浸水危険区域情報の提供

・家屋倒壊、氾濫水の最大深度の観
点から立ち退き避難が必要なリスク
の高い区域の表示を行う。

■避難計画、情報伝達方法等の改善

・住民等への情報伝達方法の改善

・避難準備情報・避難勧告・避難指
示を発令した場合は、防災行政無
線、広報車、メール配信サービス、
フェイスブック、ツイッター、Ｌアラー
ト、報道機関の協力を得て広報を行
う。また、防災行政無線スピーカーを
防災行政無線が聞こえにくい地域
（難聴地域）に整備する。

・避難準備情報・避難勧告・避難指
示を発令した場合は、防災行政無
線、広報車、メール配信サービス、
フェイスブック、ツイッター、Ｌアラー
ト、報道機関の協力を得て広報を行
う。また、防災行政無線スピーカーを
防災行政無線が聞こえにくい地域
（難聴地域）に整備する。

・避難準備情報・避難勧告・避難指
示を発令した場合は、防災行政無
線、広報車、メール配信サービス、
フェイスブック、ツイッター、Ｌアラー
ト、報道機関の協力を得て広報を行
う。また、防災行政無線スピーカーを
防災行政無線が聞こえにくい地域
（難聴地域）に整備する。

・避難準備情報・避難勧告・避難指
示を発令した場合は、防災行政無
線、広報車、メール配信サービス、
フェイスブック、ツイッター、Ｌアラー
ト、報道機関の協力を得て広報を行
う。また、防災行政無線スピーカーを
防災行政無線が聞こえにくい地域
（難聴地域）に整備する。

・避難準備情報・避難勧告・避難指
示を発令した場合は、防災行政無
線、広報車、メール配信サービス、
フェイスブック、ツイッター、Ｌアラー
ト、報道機関の協力を得て広報を行
う。また、防災行政無線スピーカーを
防災行政無線が聞こえにくい地域
（難聴地域）に整備する。

・リアルタイム情報の提供やプッシュ型洪水予報の情報発信

・避難行動のきっかけとなる洪水予
報等のリアルタイム情報のプッシュ
型配信を行う。

・避難勧告等の発令基準の改善

・避難勧告等の発令基準の見直しを
行う。
・避難勧告等判断マニュアルの作成
を検討する。

・避難勧告等の発令基準の見直しを
行う。
・避難勧告等判断マニュアルの作成
を検討する。

・避難勧告等の発令基準の見直しを
行う。
・避難勧告等判断マニュアルの作成
を検討する。

・避難勧告等の発令基準の見直しを
行う。
・避難勧告等判断マニュアルの作成
を検討する。

・避難勧告等の発令基準の見直しを
行う。
・避難勧告等判断マニュアルの作成
を検討する。

・避難場所・避難経路の再確認と改善

・指定緊急避難場所、緊急避難所
は、主に小中学校や公民館を指定し
ている。避難経路については未策定
のため、今後、検討する。

・避難所はハザードマップ、ホーム
ページ、広報誌により周知している
が、避難経路については未策定のた
め、今後、検討する。

・避難所はハザードマップ、ホーム
ページ、広報誌により周知している
が、避難経路については未策定のた
め、今後、検討する。

・避難所はハザードマップ、ホーム
ページ、広報誌により周知している
が、避難経路については未策定のた
め、今後、検討する。

・避難所はハザードマップ、ホーム
ページ、広報誌により周知している
が、避難経路については未策定のた
め、今後、検討する。

・避難誘導体制の充実

・市職員、消防機関、自主防災組織
等が連携して、避難誘導に努める。

・市、警察、消防、自主防災組織等が
連携して避難誘導に努める。

・警察、消防団、自主防災組織等が
連携して避難誘導に努める。
・要配慮者は、策定積みの避難行動
用支援者避難支援計画に基づき名
簿を作成するとともに、自助・共助・
公助を分担した体制を構築してい
る。

・警察、消防団、自主防災組織等が
連携して避難誘導に努める。

・警察、消防団、自主防災組織等が
連携して避難誘導に努める。

・要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進

・福祉担当課と調整し，要配慮者利
用施設における避難計画や、避難訓
練の実施支援を検討していく。

・避難計画策定の支援。
・要配慮者利用施設と連携し、町の
避難訓練と併せて訓練を実施するよ
う促進する。

・要配慮者施設における避難計画の
作成を要請している。
・要配慮者利用施設において策定し
ている避難計画の対象災害の中に
水害も対象として位置づけてもらうよ
うに助言する。

・要配慮者利用施設において策定し
ている避難計画の対象災害の中に
水害も対象として位置づけてもらうよ
うに助言する。

・要配慮者利用施設において策定し
ている避難計画の対象災害の中に
水害も対象として位置づけてもらうよ
うに助言する。

■企業防災等に関する事項

・不特定多数の利用する地下施設の避難計画の作成及び訓
練の促進

浸水対策や避難計画の策定に向け
た検討を行い、資料提供等、支援を
実施する。

・地下施設管理者に対して、避難計
画の策定支援を行う。

・大規模工場の避難計画の作成及び訓練の促進

浸水対策や避難計画の策定に向け
た検討を行い、資料提供等、支援を
実施する。

・大規模工場の定義の条例化を検討
している。

・大規模工場に対して、避難計画の
策定支援を行う。

・大規模工場に対して避難計画策定
の周知を図っていく。
・大規模工場に対して、避難計画の
策定支援を行う。

・大規模工場に対して、避難計画の
策定支援を行う。

・大規模工場に対して、避難計画の
策定支援を行う。
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利根川上流（右岸） 利根川上流（左岸） 利根川中流（右岸） 利根川中流（左岸） 渡良瀬遊水地周辺
取組項目

利根川上流
河川事務所

気象庁 水資源機構
市区町（氾濫ブロック）

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・　周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュ
レーションの公表

・管理河川の洪水浸水想定区域図、
氾濫シミュレーションの策定・公表を
行う。

・氾濫特性を考慮した被害シナリオと緊急避難及び広域避難
計画の策定

・広域避難計画（案）の策定のための
ワークショップ開催等支援を行う。

・気象情報等の視点で作成に必要な
情報の提供及び策定を支援する。

・想定最大規模降雨の洪水浸水想定
区域図に基づき、広域避難も含めた
避難計画を策定する。

・想定最大規模降雨の洪水浸水想定
区域図に基づき、広域避難も含めた
避難計画を策定する。

・想定最大規模降雨の洪水浸水想定
区域図に基づき、広域避難も含めた
避難計画を策定する。

・想定最大規模降雨の洪水浸水想定
区域図に基づき、広域避難も含めた
避難計画を策定する。

・想定最大規模降雨の洪水浸水想定
区域図に基づき、広域避難も含めた
避難計画を策定する。

・広域避難のための避難場所の確保

自治体間の相互災害時応援協定を
結ぶ中で、避難所を定め相互の広域
避難に役立てる。

・近隣市町と協議し、広域避難場所
を確保する(予定)。

・隣接市と避難に関する相互支援の
協定を締結している。

・協定市区町の協力を得て、住民の
避難場所の指定する。

・隣接する市町と避難所の相互利用
に関する協定を締結する。

・広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知

・想定最大規模降雨による浸水想定
区域図が示され次第、検討に入る予
定。

・広域避難の情報を入れたハザード
マップを今後検討する。

・広域避難の情報を入れたハザード
マップを今後検討する。

・広域避難の情報を入れたハザード
マップを今後検討する。

・広域避難の情報を入れたハザード
マップを今後検討する。

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・タイムライン運用版への改訂支援を
行う。

・気象情報に対する防災行動との関
連整理について、市区町のタイムラ
イン検討・見直しに適宜協力する。

・タイムラインの試作版を作成済み。
・タイムラインの試作版を検証・見直
しをして、運用版を作成する。

・タイムラインを作成済み。
・タイムラインの試作版を検証・見直
しをして、運用版を作成する。

・作成した試行版のタイムラインをも
とに、見直し・検証を行って行く。

・作成した試行版のタイムラインをも
とに、見直し・検証を行って行く。

・作成した試行版のタイムラインをも
とに、見直し・検証を行って行く。

・タイムラインに基づく実践的な訓練

・タイムラインに基づいたロールプレ
イング等の実践的な避難訓練を実施
する。

・水防管理者が実施する訓練に必要
に応じて協力する。

・タイムラインに基づく実践的な訓練
に必要に応じて協力する。

・タイムラインを作成した後、それに
基づいたロールプレイング等の実践
的な避難訓練を実施する。

・タイムラインに基づく実践的な訓練
の実施を検討する。

・タイムラインに基づいたロールプレ
イング及び避難行動実働訓練等の
実践的な避難訓練を実施する。

・タイムラインに基づいたロールプレ
イング及び避難行動実働訓練等の
実践的な避難訓練を実施する。

・タイムラインに基づく実践的な訓練
の実施を検討する。

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等
の改善（水害時の情報入手のし易さをサポート）

・定時的情報としての「警報級の現象
になる可能性」を提供する。
・大雨注意報警報の発表時の「時系
列で危険度を色分けした表示」を実
施する。
・メッシュ情報の充実化を行う。

■防災教育や防災知識の普及

・水防災の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置

・災害情報普及支援室の設置、運営
を行う。

・自治体と双方向のホットライン窓口
を設定し、気象の見通し等に係る解
説に対応するほか、平常時から問合
せに応じる。

・問い合わせ窓口を設置する。 ・問い合わせ窓口を設置する。 ・問い合わせ窓口を設置する。 ・問い合わせ窓口を設置する。 ・問い合わせ窓口を設置する。

・水防災に関する説明会や避難訓練の開催

･講演会及び出前講座を実施する。 ・出前講座の実施等、河川事務所及
び流域自治体の取り組みに協力す
る。

・自治会に対して、防災知識の普及
啓発の説明会を行っている。

・出前講座などで住民への周知を実
施している。

・各町会や自治会等の求めに応じ、
防災講習会や訓練を実施している。

・洪水時の避難方法等について、自
治会や自主防災会に説明会を実施
した。

・洪水時の避難方法等について、自
治会や自主防災会に説明会を実施
した。

・教員を対象とした講習会の実施

･講演会及び出前講座を実施する。 ・河川事務所及び流域自治体の取り
組みに協力する。

・教職員に対する防災研修を実施予
定。

・教職員を対象とした水防に関する
防災教育の研修会を検討する。

・小・中学校の学級活動や総合的な
学習の時間で行う水防災教育の取
組に向けて、安全・防災教育担当の
教員対象に研修会を実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・小・中学校の学級活動や総合的な
学習の時間で行う水防災教育の取
組に向けて、安全・防災教育担当の
教員対象に研修会を実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・小・中学校の学級活動や総合的な
学習の時間で行う水防災教育の取
組に向けて、安全・防災教育担当の
教員対象に研修会を実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・小中学生を対象とした防災教育の実施

･講演会及び出前講座を実施する。 ・河川事務所及び流域自治体の取り
組みに協力する。

・総合的な学習の時間や学級活動等
で、教員が、水防災教育を含めた安
全に関する授業を、実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・総合的な学習の時間や学級活動等
で、教員が、水防災教育を含めた安
全に関する授業を、実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・総合的な学習の時間や学級活動等
で、教員が、水防災教育を含めた安
全に関する授業を、実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・総合的な学習の時間や学級活動等
で、教員が、水防災教育を含めた安
全に関する授業を、実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・総合的な学習の時間や学級活動等
で、教員が、水防災教育を含めた安
全に関する授業を、実施する。
・河川管理者(河川事務所や県）によ
る出前講座等を実施する。

・水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住民への周知

・カスリーン台風祈念式典等を開催
する。
･講演会及び出前講座を実施する。

・河川事務所及び流域自治体の取り
組みに協力する。

・住民に対し、ホームページや広報
紙、防災講演会等で防災意識の向
上を図っている。

・住民に対し、ホームページや広報
紙、防災講演会等で防災意識の向
上を図っている。

・市のホームページにおいて、過去
の被害状況や、水災害への備えなど
についての啓発や情報を掲載してい
る。

・ホームページで、災害写真の掲載
や、防災知識を高めるための紹介
ページを設ける。

・ホームページで、災害写真の掲載
や、防災知識を高めるための紹介
ページを設ける。
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利根川上流（右岸） 利根川上流（左岸） 利根川中流（右岸） 利根川中流（左岸） 渡良瀬遊水地周辺
取組項目

利根川上流
河川事務所

気象庁 水資源機構
市区町（氾濫ブロック）

２）ソフト対策の主な取り組み ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・河川水位等に係る情報提供

・出水時における水防団等への河川
水位等の情報伝達方法の検討及び
確立を図る。

・水防警報等の河川水位に係る情報
は、災害対策本部から直接消防団へ
連絡することとしている。

・水防警報等の河川水位に係る情報
は消防本部から消防団（水防団）へ
連絡をしている。

・消防署から消防団へ伝達している。 ・水防警報等の河川水位に係る情報
は、災害対策本部から直接消防団へ
連絡することとしている。

・水防団の災害時の行動マニュアル
を策定し，情報伝達手段を明記す
る。

・河川の巡視区間、水防活動の実施体制の見直し

・出水期前に、自治体、水防団等と
洪水に対しリスクが高い区間の合同
巡視を実施する。
・出水時には、河川管理施設を点検
するため河川巡視を実施する。

・各水防団で受け持ち区間があり、
指令を受けて巡視を実施する。

・各水防団の受け持ち区間があり、
指令を受けて巡視を実施する。

・各水防団で受け持ちの区間があ
り、指令を受けて巡視を実施する。

・各消防団の受け持ち区間があり，
指令を受けて巡視を実施する。

・各水防団の受け持ち区間があり、
指令を受けて巡視を実施する。

・水防資機材の情報共有や相互支援の仕組みの構築

・市区町及び出張所で備蓄している
水防資機材の情報を共有する。

・資機材の数量が十分ではない場合
は、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も必要ならば増設する。

・土のう、シートなどを防災倉庫に分
散して保管している。

・水防資機材一式を水防倉庫に保管
している。

・資機材の数量が十分ではない場合
は、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も必要ならば増設する。

・資機材の数量が十分ではない場合
は、購入を検討する。また、格納する
水防倉庫も必要ならば増設する。

・効率的、効果的な水防活動のため、洪水に対しリスクが高い
区間情報の提供

・洪水に対してリスクの高い区間を分
かりやすく図示した情報図の作成と
水防団への提供を行う。

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間
の共同点検

・重要水防箇所等の共同点検を実施
する。

・重要水防箇所等の共同点検へ参加
する。併せて自治会長や自主防災組
織のリーダーにも参加を促す。

・重要水防箇所等の共同点検へ参加
する。併せて自治会長や自主防災組
織のリーダーにも参加を促す。

・重要水防箇所等の共同点検へ参加
する。併せて自治会長や自主防災組
織のリーダーにも参加を促す。

・重要水防箇所等の共同点検へ参加
する。併せて自治会長や自主防災組
織のリーダーにも参加を促す。

・重要水防箇所等の共同点検へ参加
する。併せて自治会長や自主防災組
織のリーダーにも参加を促す。

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

・消防団が水防団を兼務している。情
報伝達の確認は定期訓練や火災出
動時において行っている。

・消防団が水防団を兼務しており，情
報伝達の確認や検証については，日
ごろの訓練や災害出場時に行ってい
る。

・消防団が水防団を兼務しており，情
報伝達の確認や検証については，日
ごろの訓練や災害出場時に行ってい
る。

・消防団が水防団を兼務している。情
報伝達の確認は定期訓練や火災出
動時において行っている。

・消防団が水防団を兼務しており，情
報伝達の確認や検証については，日
ごろの訓練や災害出場時に行ってい
る。

・水防団同士の連絡体制の確保

・近隣の消防団（水防団）との連絡が
必要な場合は、団長同士で連絡を取
り合うか、水防事務組合や自治体を
通り手連絡を取っている。
・近隣の水防団との連絡手段として、
トランシーバー等を貸与する。

・近隣の水防団との連絡手段として、
トランシーバー等を貸与する。

・近隣の水防団との連絡手段として、
トランシーバー等を貸与する。

・近隣の消防団（水防団）との連絡が
必要な場合は、団長同士で連絡を取
り合うこととしている。
・近隣の水防団との連絡手段として、
トランシーバー等を貸与する。

・近隣の水防団との連絡手段として、
トランシーバー等を貸与する。

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施

・関係事務所持ち回りで、利根川水
系連合総合水防演習を実施する。

・利根川水系連合総合水防演習等に
水防団（消防団）や職員が継続的に
参加する。

・利根川水系連合総合水防演習等に
水防団（消防団）や職員が継続的に
参加する。

・利根川水系連合総合水防演習等に
水防団（消防団）や職員が継続的に
参加する。

・利根川水系連合総合水防演習及び
関係機関が行う水防訓練に参加して
いる。

・毎年、利根川水系連合総合水防演
習の参観を実施している。

・水防活動の担い手となる水防団員の募集や水防協力団体の
指定の促進

・消防団のホームページを作成し、随
時、組織や活動内容について紹介
し、市民への広報活動や募集を行っ
ている。

・消防団のホームページを作成し、随
時、組織や活動内容について紹介
し、市民への広報活動や募集を行っ
ている。

・消防団のホームページを作成し、随
時、組織や活動内容について紹介
し、市民への広報活動や募集を行っ
ている。

・広報誌やホームページ等で広く募
集していく。

・消防団（水防団）のホームページを
作成し、組織や活動内容について紹
介し、常時団員募集を行っている。

・地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築

建設業界と災害時における応急復旧
活動の協力に関する協定を結んでい
る。

建設業界と災害時における応急復旧
活動の協力に関する協定を結んでい
る。

建設業界と災害時における応急復旧
活動の協力に関する協定を結んでい
る。

・災害対策協力会（建設業者，電気
業，管工事業）と災害時の支援につ
いて協定を結んでいる。

建設業者と災害時の支援について協
定を結んでいる。
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利根川上流（右岸） 利根川上流（左岸） 利根川中流（右岸） 利根川中流（左岸） 渡良瀬遊水地周辺
取組項目

利根川上流
河川事務所

気象庁 水資源機構
市区町（氾濫ブロック）

・庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応強化

・庁舎（災害対策本部）が水没の危
険がある場合は、自治体、非常用電
源を確保する。
・災害拠点病院では、水害時対応マ
ニュアルの作成を支援する。

・庁舎（災害対策本部）が水没の危
険がある場合は、自治体、非常用電
源を確保する。
・災害拠点病院では、水害時対応マ
ニュアルの作成を支援する。

・庁舎（災害対策本部）が水没の危
険がある場合は、自治体、非常用電
源を確保する。
・災害拠点病院では、水害時対応マ
ニュアルの作成を支援する。

・庁舎（災害対策本部）が水没の危
険がある場合は、自治体、非常用電
源を確保する。
・災害拠点病院では、水害時対応マ
ニュアルの作成を支援する。

・庁舎（災害対策本部）が水没の危
険がある場合は、自治体、非常用電
源を確保する。
・災害拠点病院では、水害時対応マ
ニュアルの作成を支援する。

２）ソフト対策の主な取り組み ③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動等の取組

■氾濫水の排水、施設運用等に関する事項

・氾濫特性を踏まえた的確な排水機場の運用、水門の操作、
排水ポンプ車の配置

・排水機場や水門等の運用、緊急時
に備えた排水ポンプ車の等の適切な
配置と整備を行う。

・操作規則に基づき洪水時の操作を
行っている。

操作規則に基づき洪水時の操作を
行っている。

・操作規則に基づき洪水時の操作を
行っている。

・操作規則に基づき洪水時の操作を
行っている。

・操作規則に基づき洪水時の操作を
行っている。

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・関係機関、自治体が共同して緊急排水計画(案)を作成

・排水施設の情報共有、排水手法等
の検討を行い、大規模水害を想定し
た排水施設の運用や排水ポンプ車
の適切な配置等、緊急排水計画
（案）を作成する。

・協議会において排水機場・樋門・水
門等の情報共有、排水手法等の検
討を行い、大規模水害を想定した緊
急排水計画（案）を作成する。

・協議会において排水機場・樋門・水
門等の情報共有、排水手法等の検
討を行い、大規模水害を想定した緊
急排水計画（案）を作成する。

・協議会において排水機場・樋門・水
門等の情報共有、排水手法等の検
討を行い、大規模水害を想定した緊
急排水計画（案）を作成する。

・協議会において排水機場・樋門・水
門等の情報共有、排水手法等の検
討を行い、大規模水害を想定した緊
急排水計画（案）を作成する。

・協議会において排水機場・樋門・水
門等の情報共有、排水手法等の検
討を行い、大規模水害を想定した緊
急排水計画（案）を作成する。

・関係機関、自治体が連携した緊急排水計画（案）に基づく排
水訓練の実施

・緊急排水計画（案）に基づく排水訓
練を実施する。

・協議会において作成する緊急排水
計画（案）に基づき、排水訓練を実施
する。

・協議会において作成する緊急排水
計画（案）に基づき、排水訓練を実施
する。

・協議会において作成する緊急排水
計画（案）に基づき、排水訓練を実施
する。

・協議会において作成する緊急排水
計画（案）に基づき、排水訓練を実施
する。

・協議会において作成する緊急排水
計画（案）に基づき、排水訓練を実施
する。

■BCP（業務継続計画）に関する事項

・水害時に行政機能を維持するBCPの策定

・水害時に事務所機能を維持する
BCPの改訂を行う。

・水害時に組織の機能を維持するた
めのBCPを策定する。

・水害時において、役場の機能が低
下する中でも、住民に密着する行政
サービスの提供を継続するため、非
常時優先業務の選定や必要な資源
の配分、対応方針などを定めた「事
業継続計画」を策定する。

・水害時において、役場の機能が低
下する中でも、住民に密着する行政
サービスの提供を継続するため、非
常時優先業務の選定や必要な資源
の配分、対応方針などを定めた「事
業継続計画」を策定する。

・水害時において、役場の機能が低
下する中でも、住民に密着する行政
サービスの提供を継続するため、非
常時優先業務の選定や必要な資源
の配分、対応方針などを定めた「事
業継続計画」を策定する。

・水害時において、役場の機能が低
下する中でも、住民に密着する行政
サービスの提供を継続するため、非
常時優先業務の選定や必要な資源
の配分、対応方針などを定めた「事
業継続計画」を策定する。

・水害時において、役場の機能が低
下する中でも、住民に密着する行政
サービスの提供を継続するため、非
常時優先業務の選定や必要な資源
の配分、対応方針などを定めた「事
業継続計画」を策定する。

・水害に対応した企業BCP策定への支援

・水害に対応した企業BCP策定への
支援を行う。

・水害に対応した企業ＢＣＰ策定支援
を検討・実施する。

・水害に対応した企業ＢＣＰ策定支援
を検討・実施する。

・水害に対応した企業ＢＣＰ策定支援
を検討・実施する。

・水害に対応した企業ＢＣＰ策定支援
を検討・実施する。

・水害に対応した企業ＢＣＰ策定支援
を検討・実施する。

■生活再建及び社会経済活動の回復のための民間力の活用

・生活再建及び社会経済活動の回復のための民間力の活用

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。

各種団体・企業等と災害時応援協定
を締結している。

各種団体・企業等と災害時応援協定
を締結している。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。
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１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・洪水を河川内で安全に流す対策

■危機管理型ハード対策

・危機管理型ハード対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・伝達す
るための基盤整備

・簡易水位計や量水標、CCTVカメラの設置

・防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等

・河川防災ステーションや避難地盛土の整備

・水防活動を支援するための水防資機材等の配備

・庁舎、災害拠点病院や自家発電装置等の耐水化

・対策本部、警戒本部等設置時の情報収集・伝達設備

・排水機場の耐水化等、水門等操作の水圧対策

取組項目

概ね5年で実施する取組
＜都県＞黒字：都県が挙げた取組、青字：都県が挙げていないが必要な取組（実施予定も含む）

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都

・必要に応じて、許可構造物周辺に
簡易水位計や量水標、CCTVカメラを
設置する。

・必要に応じて、許可構造物周辺に
簡易水位計や量水標、CCTVカメラを
設置する。

・必要に応じて、許可構造物周辺に
簡易水位計や量水標、CCTVカメラを
設置する。

・必要に応じて、許可構造物周辺に
簡易水位計や量水標、CCTVカメラを
設置する。

・必要に応じて、許可構造物周辺に
簡易水位計や量水標、CCTVカメラを
設置する。

・水防資機材の充実を図る(予定)。
・新技術を活用した水防資機材によ
る配備充実を検討する(予定)。

・新技術を活用した水防資機材等の
備蓄を検討していく(予定)。

・県内１２土木事務所に水防倉庫を
設置し、資機材の整備を図っている。
・地域防災計画に基づく水防資材の
備蓄を毎年行っている。

・水防活動を支援するための水防資
機材等を配備する。

・水防活動を支援するための水防資
機材等を配備する。

・水防資機材倉庫等に土のう袋や水
のう袋、ショベル、ツルハシ、一輪車
等を配備している。
・各事務所に移動式排水ポンプ車を
配備している。

・県庁舎については，浸水の可能性
が無い。

・災害対策本部を設置する本庁舎と
出先総合庁舎は浸水想定地域には
ない。
・災害拠点病院はほとんどが浸水想
定地域にはないと思われる。

・伊勢崎佐波医師会病院では、災害
対策本部を通常は１階総務課として
いるが、水害時については２階以上
の会議室等でも活動可能である。
・伊勢崎佐波医師会病院は、立地近
辺では0.5ｍ未満の浸水被害が予想
されている。浸水時の患者搬送等は
消防所有のボートにより搬送する。
・伊勢崎市民病院は、毎年1回、災害
医療活動訓練を実施していおり、平
成28年度は水害対応訓練を計画し
ている。
・災害医療活動訓練を行うべく災害
医療活動ワーキングチームを設置し
検討している。

・埼玉県本庁舎が浸水する可能性は
少ない。

・県庁舎については、浸水想定区域
外にある。

・都庁舎については、浸水想定区域
外にある。

・県防災情報ネットワークシステムの
整備。
・各市町村間での情報共有。
・災害対策室の大型スクリーンの整
備　等。

・災害対策本部は、危機管理セン
ターに設置することとしている。スク
リーンや放送設備等が設置され1箇
所で会議をすることが可能となってい
る。
・危機管理センター情報司令室に防
災行政無線を設置しており、各防災
機関との連絡を行ったり、災害対策
本部の決定事項を各防災機関に伝
えたりすることができる。

・県庁７階に災害対策本部室が設置
されており、約５０人が１箇所で会議
することが可能となっている。（８５イ
ンチ×３及び５０インチ×１のモニ
ターがある。）　このほか、県警のヘ
リテレ映像や関東地方整備局からの
映像配信ラインのほか、内閣府、国
交省及び消防庁との直通電話機も
設置されている。

・災害対策本部は危機管理防災セン
ター本部会議室に設置し、大画面の
スクリーンモニターを配備している。
・その他、防災行政無線で各防災機
関との連絡を行うための統制室、災
害時に職員等が集まり、実際に情報
を収集、分析、指揮するためのオペ
レーションルームが存在する。
オペレーションルーム内には、イン
ターネットへ接続できるパソコン、行
政無線、パソコン画面を映し出すテレ
ビモニター等を配備している。

・災害対策本部や災害警戒本部を設
置した際に必要となる、情報の収集・
伝達のための設備を設置する。

・水防対策本部は、都庁第二本庁舎
６階にあり、河川状況監視や情報伝
達のためにパソコン、ＦＡＸ、モニタ等
を配備している。

・排水機能の向上や浸水時において
も排水活動を継続するための施設の
整備及び耐水化の検討。

・排水機能の向上や浸水時において
も排水活動を継続するための施設の
整備及び耐水化の検討。

・排水機能の向上や浸水時において
も排水活動を継続するための施設の
整備及び耐水化の検討。

・排水機能の向上や浸水時において
も排水活動を継続するための施設の
整備及び耐水化の検討。

・排水機能の向上や浸水時において
も排水活動を継続するための施設の
整備及び耐水化の検討。

・排水機能の向上や浸水時において
も排水活動を継続するための施設整
備及び耐水化の検討。

都県
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取組項目

２）ソフト対策の主な取り組み

■住民等の避難行動につながるわかりやすいリスク情報の周知

・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充

・越水開始予測情報の提供

・自治体や住民の視点に立った浸水シミュレーション

・立ち退き避難が必要な浸水危険区域情報の提供

■避難計画、情報伝達方法等の改善

・住民等への情報伝達方法の改善

・リアルタイム情報の提供やプッシュ型洪水予報の情報発信

・避難勧告等の発令基準の改善

・避難場所・避難経路の再確認と改善

・避難誘導体制の充実

・要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進

■企業防災等に関する事項

・不特定多数の利用する地下施設の避難計画の作成及び訓
練の促進

・大規模工場の避難計画の作成及び訓練の促進

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都

都県

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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取組項目

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・　周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュ
レーションの公表

・氾濫特性を考慮した被害シナリオと緊急避難及び広域避難
計画の策定

・広域避難のための避難場所の確保

・広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・タイムラインに基づく実践的な訓練

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等
の改善（水害時の情報入手のし易さをサポート）

■防災教育や防災知識の普及

・水防災の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置

・水防災に関する説明会や避難訓練の開催

・教員を対象とした講習会の実施

・小中学生を対象とした防災教育の実施

・水災害の被害や教訓の伝承、防災知識の住民への周知

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都

都県

・広域避難計画策定の際の参考とな
るよう，指定避難所等について水没
の可能性等の有無を検討するよう市
町村に依頼した。
・市町村の広域避難計画の策定を支
援する。

・市町における避難体制の検討の支
援(予定)。

・関東地整、市町と協同し、策定を支
援。（適宜）

・県域を超える広域避難が発生した
場合、避難先県との調整等により支
援を行う。

・市町における氾濫特性を考慮した
被害シナリオと緊急避難及び広域避
難計画の策定を支援する。

・中央防災会議「洪水・高篠氾濫から
の大規模・広域避難検討ワーキング
グループ」において検討している。

・東日本大震災の際など，必要に応
じて，県有施設を避難所として開設し
た。
・県が避難所を開設する場合のマ
ニュアル作成を検討する。

・市町の広域避難所の確保のため、
隣接する県の協力が必要となった場
合は、市町と一緒に協議を行うなど
の支援をする。

・市町の広域避難所の確保のため、
隣接する県の協力が必要となった場
合は、市町と一緒に協議を行うなど
の支援をする。（適宜）

・県地域防災計画において、市町村
は広域避難場所を選定確保するよう
規定しており、市町村の地域防災計
画においても、同様に規定するよう
助言している。

・市町の広域避難所の確保のため、
隣接する県の協力が必要となった場
合は、市町と一緒に協議を行うなど
の支援をする。

・中央防災会議「洪水・高篠氾濫から
の大規模・広域避難検討ワーキング
グループ」において検討している。

・図上型訓練のモデル構築を行う(予
定)。
・市町におけるタイムラインに基づく
実践的な訓練への参加・協力を行
う。

・市町におけるタイムラインに基づく
実践的な訓練への参加(予定)。

・市町におけるタイムラインに基づく
実践的な訓練への参加・協力を行
う。

・市町におけるタイムラインに基づく
実践的な訓練への参加・協力を行
う。

・市町におけるタイムラインに基づく
実践的な訓練への参加・協力を行
う。

・区の取組を支援していく。

・問い合わせ窓口を設置する。 ・問合せ窓口を設置する(予定)。
・関係機関において窓口を設置し、
連絡先を確認する。

・問い合わせ窓口を設置する。 ・河川砂防課防災担当を問合せ窓口
とする。

・問い合わせ窓口を設置する。 ・問合せの内容に応じて、関係部署
が適宜対応する。

・市町村と合同で実施する総合防災
訓練の際の避難訓練を継続実施。

・市町より要請があれば、出前講座
等を行っていく(予定)。

・氾濫危険水位等の変更について、
対象土木事務所・市町村に説明会を
実施した。
・新たな洪水浸水想定区域図に基づ
く洪水リスク情報の共有及び、具体
的な対策の検討(予定)。

・市町村を集めて水防連絡調整会を
実施している。

・水防災に関する説明会及び避難訓
練を実施する。

・風水害の体験型訓練を拡充してい
く。

・必要に応じて出前講座を実施する
（予定）。

・市町より要請があれば、出前講座
等を行う(予定)。

・必要に応じて出前講座を実施する。 ・必要に応じて出前講座を実施する。 ・防災授業実践研修会（管理職対象
の部）において、銚子地方気象台の
防災管理官を講師として招き、水災
害を含む様々な災害のメカニズムや
対処法の講話を行い、各学校におけ
る防災教育の推進を図る。

・実施予定なし

・必要に応じて出前講座を実施する
（予定）。

・各土木事務所にて、防災教育を実
施する(予定)。

・自治会に対し、河川管理（防災・減
災）について出前講座を実施してい
る。
・水災害教育実施の支援（適宜）

・必要に応じて出前講座を実施する。 ・必要に応じて出前講座を実施する。 ・「東京防災」を活用した啓発支援に
取り組んでいく。

・パンフレット作成による意識啓発を
継続実施。

・ローカルテレビ、ケーブルテレビに
て防災に関する番組の配信を行って
いる。

・県管理河川の内、洪水予報河川及
び水位周知河川について浸水想定
区域図を作成公表している。
・「ぐんまウォーターフェア」にて啓発
資料を展示し、説明。
・水防災教育実施の支援（適宜）。

・自治会の方を対象とした出前講座
の実施。

・県で配布している広報資料に水害
への知識と備えについて掲載、またＦ
Ｍラジオでの防災ＣＭで夏の時期に
は洪水や土砂災害について放送。

・デジタルサイネージ等を活用した普
及啓発。
・広報と連携した、啓発支援に取り組
んで行く。
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取組項目

２）ソフト対策の主な取り組み

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・河川水位等に係る情報提供

・河川の巡視区間、水防活動の実施体制の見直し

・水防資機材の情報共有や相互支援の仕組みの構築

・効率的、効果的な水防活動のため、洪水に対しリスクが高い
区間情報の提供

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間
の共同点検

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

・水防団同士の連絡体制の確保

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施

・水防活動の担い手となる水防団員の募集や水防協力団体の
指定の促進

・地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都

都県

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

・県が提供する河川情報システムに
ついて，情報表示方法を変更し，利
用者へより判り易く更新する.

・直轄河川の水防警報発令時に関係
機関へＦＡＸで情報提供している。
・県管理河川について、洪水予報の
発表と併せ、水防警報をＦＡＸにより
発令している。
・「とちぎリアルタイム雨量・河川水位
観測情報」（インターネット配信）によ
り雨量・河川水位・河川状況映像等
の情報を提供している。
・電話応答装置により雨量・河川水
位情報を確認できるとともに、ＮＨＫ
データ放送により河川情報の配信を
行っている。
・防災担当者向けプッシュ配信とし
て、短時間雨量・河川水位・洪水予
報等の情報提供を行っている。

【水防関係機関】水防計画に基づき
情報伝達を実施している。【県民向
け】県内の水位・雨量は群馬県水位
雨量情報でHP上でリアルタイムで提
供している。

・基本FAXにて県土整備事務所経由
で伝達。
・電話、メール等を併用。

・水防計画書の連絡系統で実施。 ・国等が発表した河川水位等に係る
情報について、東京都水防計画で定
めている連絡系統に従い、情報伝達
を行っている。

・県内に水防倉庫を設置し，水防活
動に必要な資機材を備蓄する。
・毎年定期点検を実施して，倉庫内
の備蓄量を確認する。

・防災ステーション、防災ヤードに根
固めブロック、土のう用土砂等を備蓄
している。
・また、各土木事務所の水防倉庫に
土のう袋等の資機材を備蓄してい
る。

県内１２土木事務所に水防倉庫を設
置し、資機材の整備を図っている。
・地域防災計画に基づく水防資材の
備蓄「毎年」

・水防倉庫の設置。 ・必要な水防資機材について、水防
倉庫等に保管、出水期前に点検管
理を実施している。

・水防資機材倉庫等に土のう袋や水
のう袋、ショベル、ツルハシ、一輪車
等を配備している。
・各事務所に移動式排水ポンプ車を
配備している。

・毎年，国が実施している重要水防
箇所等の共同点検に参加する。

・毎年、直轄河川の合同巡視に参加
している。
・また、県管理河川についても、毎
年、出水期前に関係自治体、消防等
と重要水防箇所及び水防倉庫の点
検を行っている。
・水防団や地域住民が参加する共同
点検に参加する。

国が実施している重要水防箇所等の
共同点検に出先土木事務所、県河
川課職員が参加。

・国実施の重要水防箇所等の合同巡
視への参加。
・県管理河川における重要水防箇所
合同点検の実施。
・水防団や地域住民が参加する共同
点検に参加する

・国が実施する共同点検に参加。 ・国が実施する共同点検への参加を
検討する。

・毎年実施されている利根川水系連
合総合水防演習への参加。
・県内の水防管理団体が主催する訓
練への参加。

・毎年実施している利根川水系連合・
総合水防演習へ数名の職員が参加
している。
・毎年、水防管理団体が行う訓練へ
数名の職員が参加している。

・利根川水系連合総合水防演習に毎
年参加。

・利根川水系連合総合水防演習への
参加（多数の職員が参加）。
・水防技術講習会の実施（H28　職員
１９名参加、事務局６名）。
・水防管理団体が行う水防訓練、講
習会に参加（１２箇所、職員２３名参
加）。
・県職員を対象とした水防工法練習
会の実施（職員複数名参加）。

・利根川水系連合・総合水防演習及
び水防管理団体が実施する「水防訓
練に毎年参加。

・利根川水系連合総合水防演習への
参加。
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取組項目

・庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応強化

２）ソフト対策の主な取り組み

■氾濫水の排水、施設運用等に関する事項

・氾濫特性を踏まえた的確な排水機場の運用、水門の操作、
排水ポンプ車の配置

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・関係機関、自治体が共同して緊急排水計画(案)を作成

・関係機関、自治体が連携した緊急排水計画（案）に基づく排
水訓練の実施

■BCP（業務継続計画）に関する事項

・水害時に行政機能を維持するBCPの策定

・水害に対応した企業BCP策定への支援

■生活再建及び社会経済活動の回復のための民間力の活用

・生活再建及び社会経済活動の回復のための民間力の活用

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都

都県

・県庁舎については，浸水の可能性
はない。
・豪雨災害の課題等を踏まえた災害
対応マニュアルの見直しを実施予
定。

・災害対策本部を設置する本庁舎と
出先総合庁舎は浸水想定地域には
ない。
・災害拠点病院はほとんどが浸水想
定地域にはないと思われる。

・伊勢崎佐波医師会病院では、災害
対策本部を水害時については２階以
上の会議室等でも活動可能である。
対応についてはマニュアル化してい
ない。
・伊勢崎佐波医師会病院は立地近辺
では0.5ｍ未満の浸水被害が予想さ
れている。浸水時の患者搬送等は消
防所有のボートにより搬送する。対
応についてはマニュアル化していな
い。
・伊勢崎市民病院は、毎年1回、災害
医療活動訓練を実施していおり、平
成28年度は水害対応訓練を計画し
ている。災害医療活動訓練を行うべ
く災害医療活動ワーキングチームを
設置し検討している。
・災害対策本部地方部（伊勢崎行政
県税事務所）は、水害対応マニュア
ルを今後整備予定。

・浸水想定区域外のため、埼玉県本
庁舎にはマニュアルは存在しない。
浸水の可能性も少ない。
・災害拠点病院に関しては、浸水被
害が想定されている災害拠点病院に
おいては、水害について言及した災
害対策マニュアルを作成している病
院がある。
・水害対策未実施の災害拠点病院に
ついては、対応策を検討していく。

・庁舎(災害対策本部）が水没の危険
がある場合、非常用電源等を確保す
る。また、災害拠点病院等の水害時
対応マニュアル等の作成を支援す
る。

・都庁舎（災害対策本部）について
は、浸水想定区以外にある。
・災害拠点病院などに対し、防災訓
練の説明会や地域災害医療連携会
議などの場を通じて、ＢＣＰの策定を
働きかけている。

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動等の取組

・排水ポンプ設置箇所に関する必要
な情報の提供。

・県が管理する杣井木川排水機場
は、操作規則により洪水時の操作方
法を規定している。

・県操作施設、委託地元業者操作施
設がある。何れも県において出水期
前に操作点検を実施している。
・操作規則により、操作方法は規定さ
れている。
・人家が近い箇所は、アナウンスによ
り周知を行っている。

・国と県で、排水機場に万一トラブル
が発生した場合に相互協力して排水
機場を運転する協定を結び危機管理
体制を強化している。
・国の水門の操作について、操作要
領や覚書を締結している。
・操作時の周知はしていない。

・排水機場の運用、水門の操作、排
水ポンプ車の配置による早期排水を
実施する。

・排水機場等の操作は、操作規則に
基づき実施している。
・各事務所に移動式排水ポンプ車を
配備している。

・市町における緊急排水計画（案）の
作成を支援する。

・市町における緊急排水計画（案）の
作成を支援する。

・邑楽東部第１排水機場（板倉町管
理）と邑楽東部第２排水機場（群馬県
管理）において、操作時の情報を共
有している。

・情報共有として関係機関へ操作前
後に連絡をいれている。

・市町における緊急排水計画（案）の
作成を支援する。

・協議会において、排水施設等の情
報共有を行い、緊急排水計画（案）の
作成に向けて協力する。

・市町における緊急排水計画（案）に
基づく排水訓練への参加・協力を行
う。

・市町における緊急排水計画（案）に
基づく排水訓練への参加・協力を行
う。

・市町における緊急排水計画（案）に
基づく排水訓練への参加・協力を行
う。

・市町における緊急排水計画（案）に
基づく排水訓練への参加・協力を行
う。

・市町における緊急排水計画（案）に
基づく排水訓練への参加・協力を行
う。

・緊急排水計画（案）に基づく排水訓
練への参加・協力を行う。

・BCP（地震）を策定済み
・水害時に行政機能を維持するため
のBCPを策定する。

・県庁舎の機能が低下する中でも、
行政サービスの提供を継続するた
め、非常時優先業務の選定や必要
な資源の配分、対応方針などを定め
た「栃木県業務継続計画」(平成28年
度)を策定。

・大規模災害等発生時に、最優先す
べき災害応急対策業務や継続の優
先度が高い通常業務を選定し、業務
実施に必要な資源の確保・配分等な
どを定めた「群馬県業務継続計画」
を平成２４年度に策定。

・埼玉県業務継続計画を策定。同計
画は、東京湾北部地震を危機事象と
するが、他の災害などの危機事象に
ついても応用が利くものと考えられ
る。【平成２０年度】

・水害時に行政機能を維持するため
のBCPを策定する。

・災害発生時に優先的に取り組むべ
き重要な業務を継続し、最短で事業
の復旧を図るために事前に必要な資
源の準備や対応方針・手段を定めた
「東京都のBCP（事業継続計画） 」を
策定済み。

・水害に対応した企業BCP策定を支
援する。

・関係機関と連携して、BCP策定に関
するセミナーを開催しているほか、
BCPを策定しようとする企業に専門
家を派遣している。

・平成２６年２月に東京海上日動火災
保険株式会社と「県内中小企業の
BCP（事業継続計画）策定支援に関
する協定」を締結した。
・BCP基礎セミナー、BCP策定支援
ワークショップ、BCMセミナーを開催
している。
・BCPを策定しようとする企業に個別
支援を行っている。

・埼玉県産業振興公社と連携し、
BCP策定に関するセミナーを開催し
ているほか、公社による専門家派遣
制度を活用し、BCPを策定しようとす
る企業に対して個別支援を行ってい
る。【平成17年～】

・水害に対応した企業BCP策定を支
援する。

・ＢＣＰ策定支援事業を実施し、普及
啓発セミナー、策定支援講座、専門
家派遣、
フォローアップセミナー等を行うことで
都内中小企業のＢＣＰ策定を支援し
ている。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。

・各種団体・企業等と災害時応援協
定を締結している。
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